
− 21 −

2000 年からスタートした介護保険制度によ
り、介護サービスの利用形態は「措置」から「契
約」に移行し、社会福祉法人以外に、NPO 法
人や営利法人などの事業参入も認められるよう
になった。図１に示しているように、介護保険
制度が始まった 2000 年に比べると、訪問介護
においては、2021 年時点の営利法人の割合が
70.3% に上り、社会福祉法人の割合が半分以下
までに減少した。しかし、異なる法人格をもつ
福祉サービス供給主体の差異に関する検討が十
分になされていない（金谷 2016）。

介護保険制度は、多様な供給主体が提供する
サービスの中から利用者が自ら選択して利用す

る仕組みとなり、こうした利用者による選択を
通じて、サービス全体の質の向上が期待されて
いる。そして、契約制度下における利用者保護
という観点から、事業者の特性、サービスの特
徴や質を比較できる情報、信頼できる情報が必
要であり、同時に、事業者も自らのサービスの
質や事業運営上・経営上の課題を客観的に把握
し、事業の改善や利用者主体となるサービスの
質の向上に取り組むことが重要であると指摘さ
れている（城戸 2007 :58）。

社会福祉の分野において、サービスの「質」
を向上する必要性は、1970 年代に既に認識さ
れていたが、社会福祉政策の見直しを迫られ

１. はじめに

注１）「その他」には地方公共団体、社団・財団法人、協同組合などを含む。
注２）「社会福祉法人」には社会福祉協議会を含む。
出所）厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」の結果より、筆者作成。

図1：訪問介護における供給主体別事業所の構成割合
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た低経済成長時代を経て、1989 年の高齢者保
健福祉推進 10 ヵ年戦略のように、まずはサー
ビスの量的拡大に力点が置かれた。その後、
サービスの量的整備にある程度の目安がつい
たところで、サービスの「質」の向上が今後
の課題として取り上げられるに至った（永田
2000 :141）。

厚生労働省が公表した「介護サービス施設・
事業所調査」の結果によると、2021 年 10 月 1
日時点で、訪問介護事業所の事業所数は 3 万
5612 所であり、通所介護が 2 万 4428 事業所、
訪問看護ステーションが 1 万 3554 事業所とな
っている。また、介護保険予防サービス事業所
数は 12 万所近くにのぼったことも明らかにな
っている。以上の数値から見ると、2023 年度
の在宅介護サービスの見込み量である 391 万人

（厚生労働省 2021）に対して、一定程度のサー
ビスの供給量が確保されているとも言えよう。

その一方で、2000 年代前後から介護サービ
スをはじめとする福祉サービスの質が重要視
され、「サービスの質」の定義や捉え方（永田
2000；井口 2013 など）、「サービスの質」への
評価または供給主体間における「サービスの
質」の相違などに関する議論が多くなされてき

た（鈴木 2002；金谷 2018 など）。
そこで、本稿では、まず、高齢者分野におけ

る「サービスの質」の向上に関する政策動向を
整理した上で、「サービスの質」をめぐる政策
的背景を明らかにする。次に、社会福祉分野に
おける「サービスの質」に関する先行研究をレ
ビューした上で、これまで検討されてきた「サ
ービスの質」の定義や捉え方などについて整理
する。最後に、訪問介護事業を分析対象とし、
社会福祉法人、NPO 法人、医療法人、営利法
人の間における「サービスの質」の相違を実証
的に明らかにする。

本稿では、居宅サービスである訪問介護を分
析対象とする。その理由に関しては、以下２点
のように考えている。１点目は、介護サービス
の市場化の進行とともに、訪問介護においては、
NPO 法人や営利法人などによる新規参入が最
も進んでいるからである。２点目は、在宅ケア
を支える仕組みとして登場した介護保険制度で
は、訪問介護サービスが制度の要として位置づ
けられ（藤原 2001 :112）、身体介護や生活援助
を行うことによって、高齢者の自宅での生活を
トータルに支えているサービスであるという点
である。

２.「サービスの質」をめぐる政策動向

上述したように、1970 年代に、「サービスの
質」の向上の必要性は、既に認識された。1972
年、中央社会福祉審議会老人福祉専門分科会に
よる「『老人ホームのあり方』に関する中間意見」
が公表され、老人ホームの「量的確保を図るこ
とは勿論、さらに今後の年金水準の改善等によ
る老人の生活水準の向上、および一般国民の住
居水準の向上や老人のプライバシー意識の尊重
等将来を予想してその質的改良を図ることが必
要である」とまとめられていた。

その後、急増しつつある介護ニーズに対応す
るため、「ゴールドプラン」（1989 年）や「新

ゴールドプラン」（1995 年）が策定・実施され、
高齢者分野におけるサービスの量的整備がなさ
れてきた。介護サービスの量的整備が行われた
一方で、高齢者分野における「サービスの質」
も重要視されるようになった。

1993 年、「特別養護老人ホーム・老人保健施
設サービス評価事業の実施について」の通知が
厚生省（現、厚生労働省）老人保健福祉局によ
り出され、冒頭では、「…特別養護老人ホーム
及び老人保健施設については、高齢者保健福祉
推進十カ年戦略に基づき、計画的に整備を行う
と同時に、より一層のサービスの質の確保、向
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上が課題となっている」と述べられ、「サービ
スの質」の確保と向上の重要性が強調された。
この通知を受けて、国の補助事業としての「特
別養護老人ホーム・老人保健施設サービス評価
事業」が始まった。その目的は、「自己決定」、「残
存能力の活用」、「サービスの継続性」を基本理
念として、入所者（利用者）の希望に沿った質
の高いサービス提供に向けて、施設自らが行う
サービス水準の向上を支援することである。

また、1980 年代ごろから、在宅福祉サービ
スの整備も積極的に行われ、特養や老健などの
高齢者施設だけではなく、在宅福祉サービスに
おける「質」も重要視されてきた。その中で、
1996 年に「在宅福祉サービス評価の実施につ
いて」の通知が出され、ホームヘルプサービス
等の在宅福祉サービスについては、計画的に（量
的）整備を行うと同時に、より一層のサービス
の質の確保、向上が課題となるため、サービス
実施主体及び運営主体自らがサービスの質の向
上を図る観点から、「在宅福祉サービス評価事
業」を実施することとなった。在宅福祉サービ
ス評価事業は、利用者のニーズに合った適切な
サービスの確保や質の高いサービス提供に向け
て、事業の実施主体自らが行う在宅福祉サービ
スの水準の向上、効率化、適正化に向けた取組
を支援することを目的とする。

それ以外に、「サービスの質」を高めること
を目的とする評価事業としては、福祉サービス
の第三者評価事業や認知症対応型共同生活介護
事業所（グループホーム）の外部評価などが挙
げられる。

1998 年の社会福祉基礎構造改革の中間報告
では、改革の基本的方向の一つとして「信頼と
納得が得られるサービスの質と効率性の向上」
が挙げられ、福祉サービスの第三者評価事業は、
この提言を受けて、具体的に検討されるように
なった。同年 11 月に、厚生省（現、厚生労働省）
では「福祉サービスの質に関する検討会」が設
置され、福祉サービスにおける第三者評価のあ
り方について、以後 2 年半にわたって検討を続

けていた。検討の結果、2001 年 3 月に、『福祉
サービスにおける第三者評価事業に関する報告
書』としてとりまとめられ、同年 5 月にはその
報告内容を受けた「福祉サービスの第三者評価
事業の実施要領について（指針）」が通知とし
て発出され、福祉サービスの第三者評価事業が
本格的に開始されるようになった。

第三者評価事業は、個々の事業者が最低基準
等を遵守した上で、さらに自らが提供する福祉
サービスの質の向上のために自主的な取組みを
行うことを支援することで、福祉サービスの多
様化を促し、利用者のサービスの選択を実質的
に担保するという考え方を基本としている。

一方で、法律の制定や改正などにおいても、
「サービスの質」に関する規定も含まれている。
2000 年の社会福祉法では、社会福祉事業者に
対する「質」の自己評価の努力義務に加え、国
の援助措置努力義務規定（法 78 条第 1 項、及
び第 2 項）が盛り込まれた。また、同年に実施
された介護保険法においても、指定居宅サービ
ス事業、居宅介護支援事業や介護保険施設につ
いては、「質」の自己評価に関する努力義務規
定（法 73 条、80 条、87 条、96 条、109 条）が
置かれた。その後、2006 年の改正により、創
設された地域密着型サービスのうち、認知症対
応型共同生活介護事業所（グループホーム）に
ついては、自ら提供するサービスの自己評価及
び外部評価が指定基準により義務付けられてい
る。グループホームの外部評価に関しては、グ
ループホーム事業者自らがサービスの現状を多
角的に分析して、改善すべき点を発見し、質を
高めるための契機とするために評価を行うこと

（自己評価）や同様の項目について、外部の第
三者による客観的な観点から、より精度の高い
評価（第三者評価）を行うことが強く求められ
ている。

以上のように、高齢者分野における「サービ
スの質」をめぐる政策的な動きを整理し、「サ
ービスの質」またはその確保・向上の重要性を
確認できた。2000 年から、社会福祉法や介護
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保険法の制定・改正により、福祉サービス供給
主体に対する「質」の自己評価の努力義務や、
外部評価の義務化がなされたが、それ以前から、
利用者の立場に立ち、事業の実施主体であるサ
ービス供給主体が自ら「サービスの質」の確保

と向上に向けた取り組みが行われていたことが
明らかになった。しかしながら、以上のような
政策・制度においては、「サービスの質」に関
する定義付けが行われていないことも明白であ
る。

介護などの福祉サービスは、人間同士のふ
れあいのことでもあるため、その定義があい
まいになりがちであり、「『サービスの質』を
測る絶対的な定義が存在しない」（Donabedian 
1992;Marquis 2002 など）と指摘されているよ
うに、「サービスの質」に関しては、定義付け
をすることが難しい。

その中で、永田（2000 :143）は、福祉サービ
スにおけるケアの質を「ケアを提供する場の構
造・設備や職員配置といった環境のもとで、援
助者が対象者と援助関係を構築しながら、専門
的な知識・技術をもって提供したケアのあり方
である」と定義している。また、Megivern ら 
2007 :118）はソーシャルワークの視点から、福
祉サービスの質を「実践の倫理規範と利用可
能な最善の知識に合致した方法でサービスを提
供し、クライエントに影響を与えた介入の効果
の度合い」と定義している。さらに、鵜沼憲晴

（2001 :173）は、「目的適合性」と「目的遂行過
程快適性」の視点から、福祉サービスの質の意
味を、「最低限度の生活保障および個人の尊厳
の保持という基底的目的、個々の福祉サービス
の特徴に即した具体的目的、提供者・利用者双
方にて合意形成された付加目的、それぞれへの
適合性とそれら目的の遂行過程における利用者
の快適性・満足感」と定義している。簡単に整
理すると、福祉サービスの質には、福祉サービ
スの基本理念に基づいていること、利用者のニ
ーズを満たしていること、専門職による判断が
なされていることの３つの条件が含まれている

（福間・原口 2008）。

また、「サービスの質」を捉える際に、ドナ
ベディアン・モデルがよく用いられている。ド
ナベディアン・モデルは、ストラクチャー（構
造）、プロセス（過程）、アウトカム（結果）の
３つの側面から「サービスの質」を捉えている

（Donabedian 1966=2005）。ここでの「ストラク
チャー」とは、施設や機器などの整備状況や労
働者の状況を示し、居室の広さや職員の配置な
どといった施設等の外形的基準や、提供者の専
門的な知識及び技術まで含まれる。また、「プロ
セス」とはサービスを提供する手順であり、実
際的・直接的なサービスの提供行為や援助者と
対象者の相互関係をいう。そして、「アウトカム」
とは、利用者の状態の改善やサービスに対する
満足度などを示す（永田 2000；金谷 2017）。

本来、介護などの福祉サービスの提供におい
ては、利用者の立場に立つことが必要不可欠で
あるため、「サービスの質」を捉える際に、サ
ービスを利用している当事者の意思がもっとも
尊重・反映されるべきであり、利用者本位のサ
ービス提供の実現に向けて、利用者を評価主体
として明確に位置付けられる必要があると指摘
されている（小笠原 2002；神部ら 2002）。その
ため、利用者の状態の改善や満足度などを示す

「アウトカム」から「サービスの質」を捉える
ことが重要であるが、介護サービス利用者の多
くには認知機能の低下がみられるため、当事者

（利用者）を評価主体とすることは容易ではな
く（上野 2011；伊藤・近藤 2012）、「アウトカム」
の側面から「サービスの質」を客観的に捉える
ことが難しい。

３.「サービスの質」の捉え方
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４.「サービスの質」に関する実証的な検討

一方で、施設などの整備状況や従業者の状況
などを示す「ストラクチャー」は、事業所の形
態や設備、分業・協業体制、延いてはそれらを
規定する施設基準や人員配置基準、資格のあり
方などに関わり、サービスの保障に関する制度・
政策により規定されており、福祉サービスとい
う最終生産物のあり方を左右している（井口
2013 :22）。そして、援助過程を示す「プロセス」

は、実際のサービス提供と直接に関わり、具体
的な援助活動やサービスの提供過程における援
助関係を示している。つまり、「ストラクチャ
ー」や「プロセス」の側面から、「サービスの質」
をより客観的に捉えることが可能である。

したがって、本稿では、「ストラクチャー」
および「プロセス」に焦点を当てて、「サービ
スの質」を捉えることにした。

4-1. 利用データおよび分析方法
分析する際に、厚生労働省「介護サービス情

報公表システム」に掲載されている訪問介護事
業所の個票データ（2022 年 6 月末時点）を用い
ている。その中で、供給主体別の層化抽出法に
より、全国 3 万 4472 事業所（「令和 3 年介護サ
ービス施設・事業所調査」によると、2021 年の
訪問介護事業所数は、3 万 5612 事業所である）
から 345 事業所（全数の 100 分の 1）を無作為
に抽出し、分析を行なった。ここでは、「社会
福祉法人」「NPO法人」「営利法人」「医療法人」「そ
の他」の５つのグループに分けた上で、それぞ
れ乱数表を用いて、標本を無作為に抽出した。

分析方法に関しては、福祉サービス供給主体
の法人格によって、訪問介護サービスの質に差
があるかどうかを明らかにするため、F 検定（一
元配置分散分析）を行った。

また、指標を設定する際に、「介護サービス
情報公表システム」に公表されている情報を参
考にし、「ストラクチャー」と「プロセス」の
２つの側面から６つの指標を設定した。具体的
には、①「運営状況（点数）」、②「訪問介護員
等の中、常勤の割合（%）」、③「介護福祉士資
格を有する訪問介護員等の割合（%）」、④「1
人あたり 1 ヶ月の身体介護利用時間」、⑤「1
人あたり 1 ヶ月の生活援助利用時間」、⑥「通
院等乗降介助の提供回数」の 6 つである。その
中で、①②③は「ストラクチャー」に含まれ、
④⑤⑥は直接的な援助活動に関わるため、「プ
ロセス」に分類できる。
4-2. 分析結果

F 検定を行った結果、②「訪問介護員等の
中、常勤の割合（%）」（P=0.002）と③「介護
福祉士資格を有する訪問介護員等の割合（%）」

表１　②「訪問介護員等の中、常勤の割合（%）」に関する記述統計
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（P<0.001）においては、法人格によって、平均
値に有意差があることが明らかになった（表 1、
表 2）。

具体的な数値を見ると、②「訪問介護員等の
中、常勤の割合（%）」の平均値は、医療法人

（48.5939%）> 社会福祉法人（45.5062%）>NPO 法
人（40.9689%）> 営 利 法 人（34.3906%）> そ の 他

（24.1215%）となり、③「介護福祉士資格を有
する訪問介護員等の割合（%）」の平均値は、医
療法人（61.8333%）> 社会福祉法人（61.8262%）

>NPO 法人（54.5913%）> その他（49.1123%）> 営
利法人（45.4083%）となっている。つまり、訪
問介護員等の中、常勤の割合や有資格（介護福
祉士）者の割合に着目すれば、医療法人の割合
は最も高いことが明確になり、社会福祉法人や
NPO 法人、営利法人よりもサービスの質が高
いと言えるであろう。

また、他の指標に関しては、表３で示して
いるように、福祉サービス供給主体の法人格
によって、①「運営状況（点数）」（P=0.301）、

表２　③「介護福祉士資格を有する訪問介護員等の割合（%）」に関する記述統計

表３ 分散分析の結果
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④「一人当たり 1 ヶ月の身体介護利用時間」
（P=0.799）、⑤「一人当たり 1 ヶ月の生活援助
利用時間」（P=0.976）、⑥「通院等乗降介助の
提供回数」（P=0.801）の平均値に有意差がない

という結果になっている。つまり、これらの４
つの側面から見ると、供給主体の法人格の違い
によるサービスの質の差異はないことが明らか
になった。

本稿では、既存データを用いて、「ストラク
チャー」および「プロセス」から６つの指標を
設けた上で、訪問介護における供給主体間の「サ
ービスの質」の相違について実証的に検討した。
ここでは、以下の２点から、これまでの先行研
究への補足という本稿の意義について述べてい
きたい。

１点目は、既存データを用いた実証分析であ
ること。介護サービスの質評価の実施を困難と
する理由の一つに、評価するためのデータをど
う収集するかという課題があると指摘されてい
る（伊藤ら 2016 :58-59）。これまでの先行研究
を見ると、サービスの質への評価または供給主
体間におけるサービスの質の相違を検討する際
には、多くの場合、アンケート調査が実施され
てきたが、全国範囲でのアンケート調査が難し
く、その信頼性や妥当性を確保するために手間
をかけなければならない。一方で、既存のデー
タを用いる場合、評価のための新たなデータを
収集する必要がなく、全事業所を評価対象とす
ることも可能となる。これから「サービスの質」
を評価する際に、既存データの有効活用が期待
できるであろう。

２点目は、福祉サービス供給主体をより具体
的にグルーピングしたこと。これまでの研究に
おいては、営利性の有無によって「営利事業者」
と「非営利事業者」の２グループに分けた上で、
供給主体間のサービスの質の相違が検討されて
きた。その中で、営利事業者のサービスの質は、
非営利事業者と比較してむしろ高い可能性があ
るという実証研究がある（鈴木 2002 など）。一
方で、指標の設定、対象となる介護保険事業や

用いたデータなどによって、サービスの質につ
いては非営利事業者の方が高い傾向にあるとい
った先行研究も見られている。ところが、「非
営利事業者」の中でも社会福祉法人、NPO 法人、
医療法人などに分類することが可能であり、そ
れぞれ異なる性格や特性を持っている。そのた
め、営利性の有無だけではなく、同じく非営利
性のある供給主体間のサービスの質の相違につ
いても検討する必要があると考えられる。

しかしながら、本稿を含め、これまでの先行
研究においても、「サービスの質」を捉える際に、
ストラクチャー（構造）、プロセス（過程）、ア
ウトカム（結果）の３つの側面の関係性を論じ
たものがないことに目を向ける必要がある。ド
ナベディアン（2003 :47）が指摘しているように、

「ストラクチャー、プロセス、アウトカムは質
の属性ではない。それらは、我々が得られる情
報の種類にすぎず、それらに基づいて我々は質
の良し悪しを推論」し、「質の推論は、前提と
なる３つのアプローチ全体の関係性なしに行い
得ない。ストラクチャーがプロセスに影響し、
プロセスがアウトカムに影響する」。つまり、「サ
ービスの質」はストラクチャー、プロセス、ア
ウトカム相互の関係性から総合的に把握される
べきであり、全体として質の良否が考えられる
べきである。この点を今後の研究の方向性とし
て、最後に提示しておきたい。

５. おわりに
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